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総合評価 

十分な成果が得られたと評価する。 

 神通川流域におけるダムの動的運用ルールの構築とその社会実装を主軸に、他流域への

展開実績もあげた点で当初の目的・目標を十分に達成したと高く評価できる。特に、流域

治水に関する研究開発と社会実装を一体で進めた点は先進的であり、加えて、研究・技術

開発のプロセスや合意形成の手法、関係者間の調整、災害時の意思決定プロセスなどを体

系化・言語化し、実践的なノウハウとして体系的に整理したことは、「他地域展開に資す

る再利用可能な知見の創出」という観点から大きな成果である。また、一般社団法人流域

治水ぷらっとフォームの設立を通じて継続可能な運営体制を整備し、地域プラットフォー

ム間での共創や多様な関係者・市民参加の活動を推進する枠組みを構築したことは、日本

の流域治水の社会実装を前進させるものである。さらに、技術シーズの精度向上や地域社

会と協働したシンポジウム／ワークショップ、子ども向けの探究学習の展開など、社会的

インパクトや波及効果を持つ活動も多数実施された。特に、流域治水マップの提供や住民

意識調査、パートナー合意の推進等を通じて、多様なステークホルダーの理解・行動変容

を促す仕組みを検証した点は高く評価できる。総括すると、科学的根拠に基づき、合意形

成と現場実装を両立したモデルを多数創出している点は本プロジェクトの最大の評価ポイ

ントであり、SDGs の理念実現にも大きく寄与した取り組みであったと考える。 

 今後は、本プロジェクトで得られた知見やノウハウを最大限に活用し、ダム操作モデル

の完全な実装と他地域展開に取り組むことが期待される。特に、各地域の複雑な現地事情

に柔軟に対応できるモジュール化やシステム構築を進め、他流域への横展開を加速するこ

とを希望する。また、事業計画に基づくサービス内容の明確化、参加機関・住民との連携

強化、マネタイズや財政基盤の確立、人材確保・育成にも注力することで、持続的かつ共

創的な活動体制を構築することに加えて、国や自治体との政策連携を深め、地域全体の安

全・安心の実現に貢献していくことが望まれる。 

 

 

 

 



項目評価  

１．研究開発プロジェクトの目的・目標の達成状況  

プロジェクトの目的・目標は十分に達成されたと評価する。 

ダム貯水池の動的運用モデルの開発に加えて、流域治水の新たな技術的アプローチと社

会的プラットフォーム構築を両立して推進したことは高く評価される。特に神通川流域を

はじめ、五ヶ瀬川・阿武隈川といった異なる流域でモデルの構築と検証を実現し、地域差を

超えて一定の成果（動的運用効果・課題の定量的把握）を見出した点は、成果の汎用性・拡

張性を示したものであると考える。住民意識・ニーズ調査を反映した情報提供（ハザードマ

ップの改良や「流域水マップ」の作成）、探究学習・住民参加型アプローチの企画・実践な

ど、ステークホルダーと丁寧な対話を重ねながら合意形成・参加意識の醸成を行ったことも

大きな成果である。2025 年 4 月の一般社団法人流域治水ぷらっとフォーム設立や北陸電力

との事前放流に関する合意など、社会実装・制度整備に資する基盤づくりにも成功しており、

制度・技術の両面から、都市部や多流域への展開を目指し、エビデンスに基づいた説得力あ

るストーリーと合意形成の土台を整備していることも評価に値する。洪水・渇水の際の動的

運用ルールを実際のシナリオに落とし込み、統合的な水資源管理によって、気候変動への適

応や「安全・安心」社会の実現に資する科学的根拠を提示した点も重要である。これらは、

多くの査読付論文、学会発表、受賞等により裏付けられている。「モデル開発」「自治体・事

業者・住民らとの共創」「他地域への発展」など、全般にわたり目的・目標に照らして十分

な達成水準であったと評価する。 

 

 

２．研究開発プロジェクトの今後の計画および展望 

プロジェクトの今後の計画および展望は概ね描けていると評価する。 

今後の事業計画としては、設立した一般社団法人を中核に、異なる背景を持った流域で得

た知見を標準手順・教材・運営テンプレートとしてパッケージ化し、他地域へ横展開するこ

とを基本としている。そこでは、各地で「地方大学×基礎自治体×住民・企業」の推進ユニ

ットを組成し、資格検定・研修・シンポジウム／ワークショップを通じて担い手育成と合意

形成を継続する。資金としては、行政・企業協力、ファンド応募、企画商品の収益化で複線

化し、年次の評価・改善サイクルで自走化と全国展開を進め、将来的な国際展開も視野に入

れるものである。 

神通川流域で得られた実践的知見や課題整理に基づき、今後の他地域展開に向けた方向

性が具体的に描かれている点は高く評価できる。神通川、小矢部川、五ヶ瀬川、阿武隈川流

域でのノウハウを手順化・パッケージ化し、再現性の高いプロセスとして記載していること

や、「安全な放流タイミング」の検討を踏まえた実装可能性の評価結果、また、国・自治体・

研究機関などとの連携を基盤とした横展開構想や、運用ルールの形式知化による現場研究

者の手離れ、地域主体の自立的運用を目指す姿勢も明示しており、専門性と汎用性を両立し



た実装が期待できる。さらに、提案している動的運用ルールが災害時の被害軽減にとどまら

ず、平時の合意形成や流域ガバナンスの強化、住民の理解促進といった広く社会的価値を示

している点も評価できる。加えて、資格検定など多様なマネタイズ策やファンド応募の提案

など、資金確保に向けた多面的アプローチがなされており、継続的な運営基盤の構築が意識

されている。全体として、計画の具体性、社会的意義、持続可能性を意識した取り組みが展

開されており、今後の流域治水の先導的モデルとなり得る内容であると考える。 

今後は、より実践的な展開・定着に向けて、やや不足している資金・人材育成の面での体

制整備やプロセスの具体化により、他地域への横展開の実現性が一層高まることや、住民や

地域の声の掘り下げ、特に中心市街地住民の理解・支持を得る工夫や、ソーシャルマーケテ

ィング的手法を取り入れることで賛同者拡大と地域全体の活性化につながる仕掛けの創出

等が望まれる。加えて、会員制度の拡充や多様な関係者（開発事業者、行政、大学、住民、

評価機関等）の共創体制づくり、クレジット制度の検討など、より幅広い社会実装モデルと

して発展することを期待する。 

 

 

３．研究開発プロジェクトの計画・実施体制等の妥当性 

プロジェクトの計画・実施体制等は十分に妥当だったと評価する。 

自然科学および社会科学の研究者、行政、住民など多様なステークホルダーを巻き込み、

流域治水の実践的な協働体制を構築した点は高く評価できる。月 2 回のオンライン会合や

年 2 回ペースで開催されたシンポジウム等、継続的な情報共有と協働を実現し、オープン

な場で意思決定を進めた点も優れている。流域ごとの調整や災害対応プロセスなど、実践的

なノウハウが体系的に整理されており、地域間展開の基盤づくりに資するものであった。研

究期間終盤には富山県以外の複数自治体（宮崎県、福島県等）において、それまでに得られ

た知見を研究者・行政・事業者が連携して事業計画実現に向けて推進する体制を整えた。ま

た、対話や情報整理を通じて住民の関心を高め、科学的データを基にした共感・支持の獲得、

各ステークホルダーの役割分担やネットワーク構築にも成功した。特に「流域治水の社会実

装と展開の６ステップ」は他地域へ再現可能な手法・実施体制として有効であると考える。

政府・自治体とも具体的な連携体制を深めることで、理念だけに留まらず、実効的な取組み

を推進できている。総じて、十分に妥当かつ実効性の高い実施体制、科学的知見に基づくマ

ネジメント、ステークホルダーの運営体制の実例であり、社会実装のモデルケースになると

考える。 

 

 

4．その他 

なし 


